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Ⅰ はじめに 

近年、物流産業は経済活動を支える重要な社会インフラとして位置付けられている。しかしながら、物流

分野では輸送効率の低さ、環境負荷、労働力不足といった複合的な課題が顕在化している。 

とりわけトラック輸送は国内貨物輸送の中心的役割を担っている一方で、空車走行の発生や長距離ドライ

バーの労働環境の悪化といった問題が深刻化している。 

Montreuil（2011）は、世界の物流システムが持続可能性の観点から多くの課題を抱えていることを指摘

し、物流の持続不可能性を示す 13 の症状を提示している（表 1）。その中でも、空車走行の多さや輸送資源

の非効率な利用は物流の生産性を大きく低下させる要因として問題視されている。 

さらに、Yang（2024）は、貨物トラック輸送における空車走行（empty miles）の発生要因を理論的・実

証的に分析している。40年間・27か国にわたる 54件の先行研究をメタ分析した結果、貨物トラック輸送に

おける空車走行率は平均で約 29％とされており、輸送能力の約 3 割が十分に活用されていない可能性が示

唆されている。日本においても、営業用トラックの積載率は 2024 年度時点で 41.3％にとどまっており、近

年は幾分か改善されつつあるものの、輸送効率向上の余地が大きいと考えられる（図 1）。 

さらに、日本の物流業界ではドライバー不足が深刻な問題となっている。特に長距離輸送では拘束時間が

長くなる傾向があり、若年層を中心としてこうした働き方が敬遠される傾向にある。このような背景から、

輸送効率の向上と労働環境の改善を同時に実現する新たな輸送モデルの構築が求められている。 

 そこで、本研究の目的は、物流における輸送効率の向上と労働環境の改善を実現するための方法を統計デ

ータに基づいて検討することである。具体的には、以下の二つの課題に焦点を当てる。 

 第一の課題は、貨物マッチングによる空車削減である。地域間の貨物発生量と集中量の偏在性を分析し、

往復輸送においてマッチング可能な貨物量を推計する。 

 第二の課題は、中継輸送による長距離輸送の効率化である。物流拠点を適切に配置することで、長距離輸

送を複数区間に分割し、ドライバーの拘束時間を短縮することを目指す。 

 

表 1 物流の持続不可能性を示す 13の症状 

 

（出所）B Montreuil（2011）「Towards a Physical Internet: Meeting the Global Logistics 

Sustainability Grand Challenge」 

 



図 1 日本における営業用トラックの輸送量と積載率の推移 

 
（出所）国土交通省 自動車輸送統計年報 

 

 

Ⅱ 2つの課題（積載率の低下と長距離輸送ドライバー不足）への取り組み 

１．積載率向上への取り組み 

トラック輸送における積載率低下の主な原因として、往路と復路の貨物流動の不均衡が挙げられる。 

 ある地域から別の地域へ貨物を輸送する場合、往路では貨物を積載していても復路では空車となるケース

が多く、結果として平均積載率が低下する。 

 例えば、図 2 に示すように、ある輸送区間において往路の積載率が 80％であっても、復路が空車であれ

ば往復平均の積載率は 40％に低下する。このような状況は物流企業の収益性を低下させるだけでなく、輸

送資源の無駄遣いにもつながる。 

 これに対して、国土交通省自動車局貨物課は 2017 年 3 月に「トラック運送における生産性向上方策に関

する手引き」を発刊して、指針を掲示している。手引き内（p.6）には、KPI（Key Performance Indicator）

を設定し、それに対する取り組み事例改善の事例を紹介している（図 3）。しかしながら、手引き中では④

「積載率の向上」に対する取り組み事例は 4つ紹介されているのに対して、③「実車率の向上」の取り組み

事例は 1つの紹介にとどまっている。このことからも、実車率を上げる（帰路の空車率を下げる）ための帰

り荷確保が困難なことがわかる。なお、図 4は、③「実車率の向上」として、帰り荷確保の具体的な取り組

み事例である。 

図 2 積載率の考え方 

 

（出所）筆者作成 

 



 

図 3 トラック輸送における生産性向上方策 

 

（出所）国土交通省自動車局貨物課（2017 年 3 月）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」

p.6  

 

図 4 帰り荷確保の具体的な取り組み事例 

 

（出所）国土交通省自動車局貨物課（2017 年 3 月）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」

p.32  

 

２．長距離輸送ドライバー不足への取り組み 

 長距離輸送でドライバー不足が深刻となる主な理由は、拘束時間の長さと生活負担の大きさにある。長距

離輸送では数百 km 以上を走行するため、運転時間に加えて荷待ちや荷役作業も含めた拘束時間が長くなり、

1 回の運行で 10 時間以上に及ぶ場合も少なくない。また、長距離運行では宿泊を伴う勤務が多く、車中泊

や数日間帰宅できない働き方になることもある。そのため生活リズムが不規則になりやすく、家庭生活との

両立が難しいと感じる人も多い。こうした労働条件の厳しさが、長距離輸送のドライバー不足を招く要因と

なっている。たとえば、物流量の多い京阪神－東京間では、片道が 500km以上となり、日帰り運行は難しい

（図 5）。 



 こうした状況を改善する方策として、最近では中継輸送（図 6）が注目されている。中継輸送とは、長距

離輸送を複数の区間に分割し、中継拠点でトラックやトレーラー、貨物を引き継ぐ輸送方式である。従来の

長距離輸送では一人のドライバーが数百 km を走行する必要があったが、中継輸送では例えば 500km の輸送

距離を 250km程度の区間に分けることで、それぞれのドライバーが担当区間を往復する形となる。この方式

により日帰り運行が可能となり、ドライバーの拘束時間の短縮や生活リズムの安定につながる。さらに長距

離輸送の負担軽減や人材確保にも寄与することから、ドライバー不足への対応策として注目されている。 

 中継輸送は、長距離輸送を複数区間に分割し、中継拠点でトレーラーや貨物を引き継ぐ輸送方式である。

NEXT Logistics Japan が推進する中継輸送システム「baton」では、中継拠点でトレーラー交換を行うこと

で、各ドライバーが担当区間を往復する運行形態を実現している。この方式では、特定区間で事故や遅延が

発生した場合でも他区間の運行を継続できるため、輸送全体への影響を抑えることが可能である。また運行

情報の共有により代替車両の手配なども行いやすく、輸送の安定性向上に寄与するとされている（参考：

NEXT Logistics Japan（2023）baton プロジェクト資料）。この取り組みでは、西濃、福通、トナミ運輸、名

鉄 NX運輸の 4社が参画し、東京－大阪間の中継拠点である浜松（コネクト浜松：吹田（241km）⇔コネクト

エリア浜松⇔（243km）東京）でドライバー交代運転を行う。第三者として、物流共同事業体「baton（バト

ン）」が橋渡し役を担い、batonの代表は東京海上スマートモビリティの原田秀美社長が務める。 

 

図 5 神戸－東京間のトラック輸送 

 
（出所）筆者作成 

 

図 6 中継輸送の取り組み 

 

（出所）物流 Weekly（2025年 12月 23日） 

 

 

 

 



 

Ⅲ 先行研究 

空車問題（Backhaul problem）に関する研究は、海外でも多く行われている。 

 Demirel ら（2007）は、輸送市場におけるマッチングモデルを構築し、検索コストや情報の非対称性が空

車発生に与える影響を分析している。 

 また、Wong（2022）は、往復輸送における需要の非対称性に着目し、輸送市場において往路と復路の価格

差が生じるメカニズムを理論的に説明している。 

 日本国内での先行研究を調べるため、Google Scholar（https://scholar.google.co.jp/）にて、“トラッ

ク/貨物自動車”、“空車（空きスペース）”、”推計/予測”という検索で論文検索を行ったが、該当する

研究はヒットしなかった。また、日本物流学会誌（論文集）No.15（2007）～ No.33（2025）も上記の 3 つ

のキーワードに該当する論文は見当たらなかった。なお、研究ベースではないものの、近年ではトラックの

空きスペースの可視化に取り組みサービス事業が展開されている。デジタルタコグラフを介した可視化では、

日本パレットレンタルによる共同輸送マッチングサービス「TranOpt」、Vehicle Probe データを用いた SaaS

型事業では、日野コネクティッドデータサービス（日野のトラック・バス 25万台）が有名である。 

 続いて、貨物発生集中量の偏在性とその解決策に取り組み研究についても同様に、Google Scholar

（https://scholar.google.co.jp/）と日本物流学会誌（論文集）No.15（2007）～ No.33（2025）を中心に

検索を行った。結果、加藤・相浦（2017～2018）らが行っている「北海道”発“貨物量多い」、「トラックド

ライバーの労働生産性の低さ」に着目して、長距離フェリーを用いた海陸複合一貫輸送システムの可能性の

研究、平田・渡部・兵頭（2020～）らのグループが中心となって行っている大規模トラック輸送の高速道路

での隊列走行の研究、味水・根本（2020～）らのグループが中心となって行っているダブル連結トラックの

研究がある。 

 なお、渡部・アウン（2022）の研究は、拠点（ハブ）間の幹線輸送におけるトラック隊列走行の実現に伴

う大容量化と自動化によるコスト削減を考慮した幹線輸送における物流拠点の最適配置について、ハブ立地

問題を用いて定式化を行い、日本における大容量化と自動化に関するシナリオに応じた最適配置に関する考

察を行っている。この論文で用いられているデータ（物流センサスのデータ）と最適配置手法を本研究の参

考にした。 

 

Ⅳ 使用データの概要と貨物発生集中量の偏在性の実態 

１．使用データ 

 本研究では、国土交通省が実施している全国貨物純流動調査（物流センサス）の 2021 年度データを使用

する。e-stat（https://www.e-stat.go.jp/）にて公開されている。この調査は日本国内の貨物流動を把握す

ることを目的としており、輸送機関別、品目別、地域別の貨物流動を把握することができる。 

本研究では、トラック輸送を中心に分析を行い、9品目分類および 45都府県の地域区分を用いた。 

全国貨物純流動調査（物流センサス）は、3 日間のデータであることから、マッチングに適している。ト

ラックは、自家用・貸切・トレーラー・営業用・フェリーの 4種類の合計値である。また、品目は、農水産

品、林産品、鉱産品、金属機械工業品、化学工業品、軽工業品 、雑工業品、特殊品、その他、の 9 品目

（表 2）である。なお、9 品目の全輸送機関（トラック／鉄道／海運／航空）のロットサイズは表 3 に示す

とおりである。 

発着ゾーン 45 都府県（北海道と沖縄県除く）とゾーン間の距離行列（都府県庁間直線距離（km））は渡

部・アウン（2022）を参考にした。 

 

２．貨物発生集中量の偏在分析 

物流センサスデータを用いて地域ごとの貨物発生量と集中量の差を分析した結果、首都圏において貨物集

中の傾向が顕著であることが明らかとなった。 

https://scholar.google.co.jp/


特に東京都では着貨物量が発送量を大きく上回っており、全国から貨物が集中する構造が確認された。一

方、九州地域では発送量が多い県が多く、地域間で貨物流動の不均衡が存在している。このような地域偏在

は空車走行の発生要因となる可能性が高いといえる。 

 

表 2 物流センサスによる 9品目の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）物流センサス報告書（2021年度） 

 

表 3 9品目のロットサイズ（全輸送機関） 

 

（出所）物流センサス報告書（2021年度）を基に筆者作成 

 

３．都府県レベルの偏在性別 

北海道と沖縄県を除く、都府県レベルの偏在性を調べるため、物流センサスデータのトラックのみのデー

タベース化を行った（表 4）。同一都府県内の OD量はカットしている。 

 表 5、表 6、表 7 はそれぞれ、トラック合計、農水産品、金属機械工業品の都府県の偏在性を示した結果

である。トラック合計では、発着差として、「発＜着：着貨物量が多い」となっているのは、東京都が最も



多く、九州の各県もマイナスが多いことから、東京都発、九州地方発で空車が発生しやすいことがわかる。

一方で、「発＞着：発貨物量が多い」となっているのは、千葉県、神奈川県、茨城県であり、同じ関東地方

でも発貨物が多い。 

 次に、農水産品では、「発＜着：着貨物量が多い」となっているのは、東京都、埼玉県、群馬県、山口県、

香川県が上位 5都府県である。群馬県は一般的には、農業県（出荷多い）としての認識が高いが、上位に位

置している。詳細な理由は分析する必要があるものの、中継地、あるいは加工地として群馬に集められてい

る可能性もある。一方で、「発＞着：発貨物量が多い」となっているのは、福岡県、神奈川県、兵庫県、鹿

児島県、長野県である。 

 続いて、金属機械工業品では、「発＜着：着貨物量が多い」となっているのは、三重県、神奈川県、兵庫

県、埼玉県、奈良県が上位 5 である。一方で、「発＞着：発貨物量が多い」となっているのは、大阪府、茨

城県、愛媛県、山口県、栃木県である。 

 9 品目の偏在性を標準偏差（実数）、標準偏差（発着比）、HHI（ハーフィンダール・ハーシュマン指数）

で整理したものが表 8 である。なお、HHI とは「集中度（独占度）」を測る指標であり、全参加企業の市場

シェア（％）を 2 乗して合計し、数値が 10,000 に近いほど寡占市場、0 に近いほど競争市場である。つま

り、値が大きいほど、集中（≒偏り）があると解釈することができる。 

 

表 4 データベース 

 

（出所）筆者作成 

表 5 トラック（合計）の都府県の偏在性 

 

（出所）筆者作成 



表 6 農水産品の都府県の偏在性 

 

（出所）筆者作成 

表 7 金属機械工業品の都府県の偏在性 

 

（出所）筆者作成 

表 8 品目別の都府県の偏在性 

 

（出所）筆者作成 

 

先ほどの標準偏差および HHIの偏在性指標では、偏りがあることはわかるが、地理的な偏在については不

明である。そこで、地理的な偏在性を明らかにするため、地図上にプロット（図 7 と 8）するとともに重心

についても算出した（表 9）。なお、重心の求め方については、総務省の人口重心の算出式を参考にした。 



この結果、農水産品がもっとも地理的には大きな偏在性があることが確認できた。 

 

図 7 農水産品の都府県別の地理的偏在性 

 

（出所）筆者作成 

 

図 8 金属機械工業品の都府県別の地理的偏在性 

 

（出所）筆者作成 

 



表 9 9品目の重心 

 

（出所）筆者作成 

 

Ⅴ 貨物マッチングによる空車削減の検証 

 先ほどまでの分析で、都府県レベルおよび品目別の偏在性を確認することができた。ここでは、品目別に

往復輸送のマッチングを試みる。なお、都府県レベルだと、隣接する都府県が近すぎる場合があるため、物

流センサスの参考に、地域別に集計を行う。なお、マッチングの理論については、簡易的な手法として、E. 

Demirel, H. van Ommeren, P. Rietveld(2007)を参考にする。これは、輸送市場における復路空車

（Backhaul）問題を扱った研究であり、運送業者の検索時間やマッチング抵抗が復路価格や空車発生に与え

る影響を定式化（式 1）している。 

例えば、品目 A と B がある場合、品目 A（i→j：50t，j→i：  0t）、品目 B（i→j：  0t，j→i：50t）は

それぞれ往復に偏在があり、A と B を往復として扱うことにより、空車を回避する。もちろん、本来は、貨

物ごとの特性（食品と香料の強い日用雑貨は組み合わせを避ける）を考慮すべきであるが、今回は全ての制

約条件を無視するという前提条件で計算する。 

（式 1） 

 前項までの分析から、農水産品で偏在性が高いことが確認できた。そこで、農水産品を中心として他の品

目との往復マッチングを検証する。 

 表 10 は、地域別の農水産品の偏在性を示したものである。たとえば、東北発→関東着（Xij）は

21,308(t)であるのに対し、関東発→東北着（Xji）は 6,310(t)しかない。農水産品だけでみると、関東から

東北方面に向けて、空車が発生する。この空車量を先ほどの（式 1）にあてはめると、以下のようになり、

マッチング(M）、つまり往復成立量は 6,310(t)にとどまり、片荷量が 14,998(t)となる。この片荷量が関東

から東北へ 14,998(t)の空車となる。 

 

 表 11 は、農水産品について、発生集中量、マッチング量、片荷量をまとめたものである。発生集中量

209,825(t)に対して、マッチング量は 100,135(t)にとどまり、半分以上の 109,689(t)が片荷である。 

 マッチング対象となる貨物としては、農水産品と比較的に貨物特性が近いと考えられる、雑工業品と軽工

業品を考える。なお、トラックによるロットサイズは、農水産品（0.32 トン/件）、雑工業品（0.12 トン/

件）、軽工業品（0.56 トン/件）と比較的に近い。また、距離帯別の輸送機関分担率についてもこれら 3 品

目は似通っている。これらのことから、農水産品のマッチング対象として、雑工業品と軽工業品を取り上げ

る。 



なお、表 12と表 13は農水産品同様に、雑工業品と軽工業品の往復マッチングをまとめたものである。雑

工業品では、発生集中量 206,767(t)に対して、マッチング量は 134,460(t)であり、残り 72,307(t)が片荷で

ある。軽工業品では、発生集中量 571,772(t)に対して、マッチング量は 443,909(t)であり、残り

127,863(t)が片荷である。 

表 10 農水産品の地域別の偏在性 

 
（出所）筆者作成 

 

表 11 農水産品の往復マッチング結果 

 

（出所）筆者作成 

 

表 12 雑工業品の往復マッチング結果 

 

（出所）筆者作成 

 



表 13 軽工業品の往復マッチング結果 

 

（出所）筆者作成 

 

表 14 は、農水産品と雑工業品のマッチング結果を示したものである。上段の左が農水産品の片荷量、右

が雑工業品の片荷量であり、下段の左が農水産品と雑工業品の片荷量の合算である。これをマッチングした

ものが下段の右表である。この結果、農水産品の片荷量 109,689 と雑工業品の片荷量 72,307 を合計した

181,996 の片荷量が、マッチングすることにより、142,202 まで削減される。削減量は 39,795(t)であり、削

減率は 21.9%である。 

表 15 は、農水産品と雑工業品と軽工業品のマッチング結果を示したものである。上段の左が農水産品の

片荷量、真ん中が雑工業品の片荷量、右が軽工業品の片荷量であり、下段の左が農水産品と雑工業品と軽工

業品の片荷量の合算である。これをマッチングしたものが下段の右表である。この結果、農水産品の片荷量

109,689と雑工業品の片荷量 72,307と軽工業品の片荷量 127,863を合計した 309,859の片荷量が、マッチン

グすることにより、255,402まで削減される。削減量は 54,457(t)であり、削減率は 17.6%である。 

このように、品目を横断してマッチングすることにより、片荷量を削減できることがわかった。なお、削

減率でみると、農水産品と雑工業品のマッチングの効果の方が高いことがわかる。 

 

表 14 農水産品と雑工業品のマッチング 

 

（出所）筆者作成 

 



表 15 農水産品と雑工業品と軽工業品のマッチング 

 

（出所）筆者作成 

 

Ⅵ 中継輸送の拠点配置 

 既に述べたように、地域間の貨物流動の多い東京－大阪間を超えるような区間であれば、走行距離が

500km を超えるため、日帰り運行が不可能である。こうした働き方は若い人を中心に敬遠される傾向にある。

近年は、こうした対策として、中継地でドライバーが交代する中継輸送（前図 6参照）が注目されている。

本章では、貨物を集約した上で、中継輸送を行う場合の拠点配置案について考える。 

 

１．P-Medianによる集約拠点の算出 

 渡部・アウン（2022）は、拠点（ハブ）間の幹線輸送におけるトラック隊列走行の実現に伴う大容量化と

自動化によるコスト削減を考慮した幹線輸送における物流拠点の最適配置について、ハブ立地問題を用いて

定式化を行い、日本における大容量化と自動化に関するシナリオに応じた最適配置に関する考察を行ってい

るが、計算量が少なく、定式化が容易な P-Median問題でも類似した結果が得られると指摘している。そこ

で、本研究では、まず P-Median問題を用いて、各都府県からの発着貨物の集約拠点を求める（図 8）。図中

の小さな丸が都府県、大きな丸印が集約拠点であり、集約拠点間を四角印の中継拠点にて中継輸送を行うイ

メージである。なお、式 2は P-Median問題の定式化を示したものである。 

 表 16は、集約拠点数である Pを 4から 8まで変化させた場合の候補地の組み合わせである。a)はトラッ

ク（小計）、b)は農水産品、c)は金属機械工業品、の結果である。Pをいくつにするかは、検討する必要が

あるが、以降の中継拠点を求める場合、P=6のケースで分析を進める。 

 

図 8 集約拠点と中継拠点の考え方 

 

（出所）筆者作成 

 

 



（式 2） 

 

表 16 集約拠点の候補地の組み合わせ（P=4～8） 

a)トラック（小計） 

 

b)農水産品         c) 金属機械工業品 

 

（出所）筆者作成 

 

２．集約拠点間を基にした中継拠点の配置 

 各品目の集約拠点の候補地から中継拠点を求める。まず、トラック（小計）の結果（図 9）では、P=6の

とき、東から山形県、埼玉県、愛知県、大阪府、岡山県、福岡県が候補地の組み合わせとして選ばれる。仮

に、片道が 300km以下を日帰り可と設定すれば、岡山県－福岡県は 300kmを超える区間のため、日帰り運行

が難しいと想定する。そこで、この区間の中心地に中継拠点の配置することが望ましいと考える。 

 

 

 



図 9 トラック（小計）の集約拠点（P=6）と中継拠点の配置案 

（出所）筆者作成 

  

同様に、農水産品の結果（図 10）では、P=6のとき、東から宮城県、東京都、愛知県、兵庫県、福岡県、

宮崎県が候補地の組み合わせとして選ばれる。仮に、片道が 300km以下を日帰り可と設定すれば、宮城県－

東京都、兵庫県－福岡県は 300kmを超える区間のため、日帰り運行が難しいと想定する。そこで、それぞれ

の区間の中心地に中継拠点の配置することが望ましいと考える。 

 

図 10 農水産品の集約拠点（P=6）と中継拠点の配置案 

（出所）筆者作成 

 

 

 

 



金属機械工業品の結果（図 11）では、P=6のとき、東から山形県、栃木県、東京都、愛知県、大阪府、福

岡県が候補地の組み合わせとして選ばれる。仮に、片道が 300km以下を日帰り可と設定すれば、大阪府－福

岡県は 300kmを超える区間のため、日帰り運行が難しいと想定する。そこで、この区間の中心地に中継拠点

の配置することが望ましいと考える。 

 

図 11 金属機械工業品の集約拠点（P=6）と中継拠点の配置案 

（出所）筆者作成 

 

 

Ⅶ おわりに 

 最新の物流センサス（2021）のデータを用いて、貨物の偏在性を調べた結果、トラックで運ばれる貨物に

は偏在性が存在し、その結果、東京都発、九州地方発で空車が発生しやすいことがわかった。貨物の種類で

みると、農産品の偏在性が強いことがわかった。そこで、農水産品を中心として、異なる貨物を往復で積み

あわせるマッチング輸送（全ての制約なしの条件下でのマッチング）により空車の削減効果を調べた結果、

農水産品と雑工業品のマッチングでは、空車（片荷）を 21.9%削減できる可能性があり、同様に農水産品×

雑工業品×軽工業品のマッチングでは、空車（片荷）を 17.6%削減できる可能性があった。削減率からみれ

ば、農水産品と雑工業品のマッチングによる空車（片荷）削減の効果の方が大きいことがわかる。 

 次いで、同様に物流センサス（2021）のデータによる都府県の発着量をもとに、P-Median問題により集

約拠点を求めた上で、これらの集約拠点を繋ぐ中継拠点の配置案を求めた結果、トラック全体では、集約拠

点（p=6）とすれば、中継拠点は 1か所、農産品では、集約拠点（p=6）とすれば、中継拠点は 2か所、金属

機械工業品では、集約拠点（p=6）とすれば、中継拠点は 1か所必要なことがわかった。 

 物流センサスを用いた分析により、マクロ的な傾向は捉えることが可能となった一方、諸所の制約条件を

排した分析結果のため、実現性に疑義が残る。今後は、より詳細なデータの取得に努めたい。また、フィジ

カルインターネットセンターの会員には、内航海運、鉄道輸送の事業者も多いことから内航海運、鉄道輸送

などの他モードの偏在性を分析し、品目×モード間でのマッチングを試みたい。 
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